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　第２章　日本の開発協力の具体的取組　　第２節　地域別の取組

８．欧州地域

過去に共産主義体制にあった中・東欧、旧ソ連の欧
州地域の多くの国々では、その後民主化と自由化を達
成し、現在は民主的政権の下で市場経済に基づいた経
済発展に取り組んでいます。日本は、これら地域およ
び欧州全体の一層の安定と発展のため、また、普遍的

価値（人権、民主主義、市場経済、法の支配）を共有
する関係をさらに強化するため、市場経済化、経済イ
ンフラの再建および環境問題などへの取組に対する支
援を行っています。

＜ 日本の取組 ＞
西バルカン諸国〈注25〉は、1990年代に発生した紛
争の影響で改革が停滞していました。しかし、ドナー
（援助国）や国際機関などの支援があり、また、それ
ぞれの国が自身で改革のための努力を行ったことによ
り、復興支援を必要とする段階を卒業しました。現在
は持続的な経済発展に向けた支援が必要な段階にあり
ます。日本は2004年にEU（欧州連合）と共同で開
催した西バルカン平和定着・経済発展閣僚会合で確認
された「平和の定着」、「経済発展」、「域内協力」の３
本柱を開発協力の重点分野として支援を展開してきま
した。引き続き、西バルカン諸国の開発途上国におい
ては、特に「持続可能な経済成長の促進」を重点方針
として支援しています。
旧ソ連諸国であるウクライナやモルドバは、ロシア

とEUの間に位置するという地政学上の重要性を持っ
ています。これら諸国の安定と持続的な発展は、欧州
全体の安定にとってなくてはならないものです。民主
主義が根付き、市場経済を確立させるための努力を支
援する必要があります。これに関し、日本は2014年
2月以降のウクライナ情勢の悪化を受け、ウクライナ
の国内改革を後押しするために、国別では最大規模と

なる約18.5億ドルの支援を表明し、着実に実施して
います。また、政治危機に加え、ウクライナ東部情勢
が悪化したことから、東部の社会サービスの早期復
旧・平和構築支援として約600万ドル、東部の人道支
援やインフラ復旧に対する支援として約3,000万ドル
等を供与してきました。資金供与以外でも、技術協力
を通じた行財政改革支援、汚職対策支援、メディア支
援を含む民主化支援等を実施しています。
日本は、欧州地域内の経済発展の格差を踏まえ、
EUに加盟した国々に対しては、援助を卒業したもの
として、その支援を段階的に縮小させるとともに、ド
ナー（援助国）として欧州地域の開発途上国に対する
開発協力に一層積極的に取り組むことを促していきま
す。日本は、ヴィシェグラード４か国〈注26〉を含むこ
れらの国々と援助国としての経験を共有するための取
組も行っています。一方、西バルカン諸国やウクライ
ナ等の開発途上国に対しては、各々の国の経済水準も
踏まえながら、支援を実施しています。また、どの国
に支援を行う場合にも、ドナー（援助国）および国際
機関等の動きに注意を払いながら、日本の知識と経験
を活かして、より成果を重視した効率的かつ効果的な
支援を行っていくことに努めています。

注25：西バルカン諸国：アルバニア、クロアチア、コソボ、セルビア、ボスニア・ヘルツェゴビナ、マケドニア旧ユーゴスラビア共和国、モンテネグロ
注26：ヴィシェグラード４か国：ポーランド、チェコ、ハンガリー、スロバキア

ボスニア・ヘルツェゴビナ北東部に位置するゴルニ・ドラガリェバッツ村の
ステバン・ネマニャ小学校で日本の支援による暖房設備の整備を祝う学校関
係者と子どもたち（写真：草山悟／在ボスニア・ヘルツェゴビナ日本大使館）

2016年9月、モンテネグロにおける草の根・人間の安全保障無償資金協力
「ポドゴリツァ市シュタンパル・マカリエ小学校校舎修復計画」の引渡式に
出席する滝沢外務大臣政務官
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図表 Ⅱ-15 　欧州地域における日本の援助実績

2015 年	 （単位：百万ドル）

順位 国または
地域名

贈　　与

計

政府貸付等
合計

（支出純額）
合計

（支出総額）
無償資金協力

技術協力 貸付実行額
（A）

回収額
（B）

（A）－（B）
うち国際機関
を通じた贈与

1 モルドバ 5.20 － 0.98 6.18 30.83 － 30.83 37.01 37.01

2 ウクライナ 11.10 2.19 8.81 19.91 － 7.70 -7.70 12.21 19.91

3 アルバニア 4.20 － 0.42 4.62 10.89 2.81 8.08 12.70 15.50

4 ボスニア・
ヘルツェゴビナ 7.99 0.70 3.45 11.44 0.65 1.11 -0.47 10.98 12.09

5 セルビア 1.88 － 2.80 4.68 0.78 － 0.78 5.46 5.46

6 コソボ 0.18 － 3.79 3.96 － － － 3.96 3.96

7 マケドニア旧ユー
ゴスラビア共和国 0.28 － 1.34 1.61 － 4.33 -4.33 -2.71 1.61

8 モンテネグロ 0.27 － 0.13 0.40 － － － 0.40 0.40

9 ベラルーシ 0.05 － 0.11 0.16 － － － 0.16 0.16

欧州の複数国
向け 2.48 2.48 0.76 3.24 － － － 3.24 3.24

欧州地域合計 33.62 5.37 22.92 56.54 55.24 63.66 -8.42 48.12 111.78

＊1	 順位は支出総額の多い順。
＊2	 四捨五入の関係上、合計が一致しないことがある。
＊3	 [－]は、実績がまったくないことを示す。
＊4	 無償資金協力には国際機関経由の援助のうち、国別に分類できる援助を含む。
＊5	 複数国向け援助とは、調査団の派遣やセミナー等、複数の国にまたがる援

助を含む。

＊6	 国名はDAC援助受取国。ただし、合計は卒業国向け援助を含む。
＊7	 「欧州の複数国向け」の実績には、OECD-DACの基準に基づく数値を使

用しているため、トルコを含む複数国向けの実績が含まれている。
＊8	 マイナスは貸付などの回収額が供与額を上回ったことを示す。
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日本から提供された、セルビア・ベオグラード市内を走る黄色いバス。両国の架け橋として人々
に利用されている。（写真：久野真一／ JICA）

　西バルカン地域に位置するセルビア、ボスニア・ヘル
ツェゴビナ、モンテネグロの３か国は、2008年の世界
金融危機の影響を受けマイナス成長に転じ、プラス成
長に回復した2011年以降の経済成長率もおおむね１～
３％程度にとどまっていました。このような状況から早
期に回復し、経済を活性化させるためには、国内企業の
大半を占め、国内雇用者の大多数を抱える中小企業の成
長が不可欠です。しかし、西バルカン地域の中小企業
は、金融へのアクセス、行政手続き、国内の不平等な競
争等において問題を抱えている状態である上、中小企業
の支援体制も脆

ぜい

弱
じゃく

であり、支援サービスを提供できる人
材が不足していました。
　そのような環境の改善のため、日本はセルビアにおい
て中小企業に直接企業診断やアドバイスを行うメンター
（指導者）制度を組織化し、定着させることを目的とし
た「メンター制度組織化計画プロジェクト」（2008年～
2011年）を実施しました。同プロジェクトは、大きな
成果を上げ、メンター制度はセルビア国内各地で導入さ
れました。このメンター制度の評判が広がり、セルビア
においてはメンター制度のさらなる普及・強化、ボスニ
ア・ヘルツェゴビナとモンテネグロにおいてはメンター
制度の構築を支援することになりました。
　また、新たな試みとして、女性の社会進出を後押しす
るため、女性起業家を対象としたメンターによる相談会

を実施してい
ま す。 メ ン
ター制度に申
し込んだオー
ガニック食品
を扱うセルビ
ア企業の女性
経営者は、ビ
ジネスは拡大
しつつあった
ものの、従業員とのコミュニケーションがうまく取れて
おらず、このまま発展するのは難しいと感じていまし
た。彼女は、メンターによるアドバイスで、上から下へ
の意思決定（トップダウン）ではなく、現場の意見を尊
重して活かしていくボトムアップで、業務をより良くす
るアイデアを従業員から得ることの重要性に気づいたと
いいます。また、あるメンターは「経営者が何でも一人
で問題を解決することは、事業が大きくなるにしたがっ
て難しくなる。この点で、メンターとの対話形式による
経営へのサポートは有用です」と語っています。
　このように中小企業支援体制の強化に焦点を当てた制
度構築を日本が支援することにより、西バルカン地域で
経済基盤が強化され、同地域の持続的な成長の実現が期
待されています。

セルビア、ボスニア・ヘル
ツェゴビナ、モンテネグロ

西バルカン地域における中小企業メンターサービス構築・普及促進プロジェクト
技術協力プロジェクト（2013年４月～ 2016年５月）

モンテネグロのメンターと企業での研修風景
（写真：JICA）


